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02030100201戸籍住民基本台帳管理事業

市民課（三国支所） 82-8902 針谷　喜代子

住民とともに育むまちづくり

効率的な行財政運営の推進

自治事務（義務的なもの）

内部管理事業

市 市が直接実施

有

有

無

戸籍法・同施行規則・福井県戸籍事務取扱準則・民法等・住民基本台帳法・同施行令・同施行規則等

坂井市印鑑の登録及び証明に関する条例・同施行規則・坂井市住民基本台帳カードの利用に関する条例

事業対象
①市　民:住民基本台帳法に基づき、本市の住民記録台帳に記録されている者
②本籍人:本市に本籍を有する者　　③非本籍人:戸籍届者

人の身分、居住関係を登録、公証する基礎的及び重要な事務であるため、関係法令等の習得や研修により、職員の資質向上を図りつつ適正かつ
迅速な実施を図る。関連の印鑑登録、住民基本台帳ネットワーク等事務、証明書交付事務について住民サービスの向上に勤めながら、正確かつ
迅速な実施を図る。

戸籍、住民基本台帳事務、印鑑登録事務等関連事務及び証明書交付事務を正確かつ迅速に実施する。戸籍システム、公的個人認証システム機器
等の運用、維持管理を実施する。

・戸籍住民基本事業
　○旅費　　　　９千円
  ○需用費　　６０千円
　　(消耗品費)
　○役務費　　１０千円
    (通信運搬費)

予算

報酬

総務費款 項 目戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成23年度 平成22年度 平成21年度 平成20年度

総事業費

38

10

48

5.24 35,606人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

35,654 千円 千円 千円 千円

0.00 人 人 人 人千円 千円 千円 千円

5.24 35,606人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 48 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 35,606 千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 35,654 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円その他

目標値
件

4137
届書審査・受理件数 4500

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成23年度

91.93
成
果 4391

4500 達成率

平成22年度

4343

4500 達成率

平成21年度

4438

4400 達成率

平成20年度

目標値件
1938

職員一人当たり住民異動処理件数 1972

実績値

達成率

98.28
成
果 1996

1902 達成率

1911

2086 達成率

2343

2235 達成率

目標値
枚

4683
住民基本台帳カード交付枚数（累計） 4500

実績値

達成率

104.07
活
動 4229

4000 達成率

2992

3000 達成率

1846

2000 達成率

目標値
件

12387
住民異動処理件数 14000

実績値

達成率

88.48
活
動 14029

14000 達成率

13747

15000 達成率

15722

15000 達成率

目標値件
29798

戸籍発行数 31200

実績値

達成率

95.51
活
動 30104

31000 達成率

30935

達成率

31213

達成率

目標値
件

66197
住民票・印鑑証明書交付件数 71200

実績値

達成率

92.97
活
動 65670

71000 達成率

67736

達成率

70666

達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

B

B

B

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

B

A

すぐにできる 戸籍住民基本台帳事務は、適正かつ迅速な処理と専門性の確保を図るため、関係法規等の習得、研修による職員の資質向上を図ります。
証明書交付事務は、正確、親切、迅速な市民サービス対応に努めます。
住民基本台帳カードの多目的利用の一つである証明書自動交付機利用促進と伴に、H２４.７月からの住基法改正点の一つである、住民基本台帳カードの継続利用による住
基カードの普及促進に取組みます。
戸籍事務本庁統合による事務改善、マニュアル化し情報共有を図ります。

改善提案

目標年度 平成24

・専門研修として、戸籍事務協議会主催研修（初級、中級、指導者、上級者）研修及び戸籍事務協議会事務研修会（福井県、坂井地区）に積極的に参加し、資質向上を図
りました。
・関係法令改正に伴う庁内担当者研修会開催や統一した通用マニュアル作成を実施しました。
・事務見直しによる本庁、支所相互間の事務処理マニュアル作成を実施しました。
・３Ｓ窓口指標の徹底による意識改革に取り組みました。（接遇の一環として、毎週、職員が唱和）

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

・住民基本台帳カードの多目的利用の検討により住基カード利用付加価値による促進を図ります。
　（市温泉施設割引、商工会ポイントカードへのサービスなど）　
・戸籍住民基本台帳事務のマニュアル化の整備に取り組みます。
・定期的な事例研修会を開催し、資質向上を目指します。

・住民基本台帳カードの多目的利用については、指定管理者制度等、商工会との協議もあり、今後、検討会を立ち上げ取り組み必要があります。
・各事務マニュアルはあるが、整備することにより職員の資質向上を図ります。
・本庁、支所相互間の統一した運用、資質向上を図るため、定期的な研修に努めます。

目標年度 平成26 年度

事業の方向性
迅速な処理と専門性を高めるため、法規等の習得、研修への参加など職員の資質向上を図っていく必要があります。

目標年度 平成26改善して継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
法定受託事務及び自治事務であり、継続的に改善、改革しながら現状の体制で進めていきます。

目標年度 平成26現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
窓口業務の統合、ワンストップサービスの充実により事務の効率化を図っていきます。

目標年度 平成26現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
戸籍事務の本庁統合による事務改善等、事務のマニュアル化に取り組み、現体制で維持していきます。

目標年度 平成26現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

事務の迅速かつ適切な処理の確保を努めるため、法規等の習得、専門研修の参加による職員の資質向上を図り、正確・親切・迅速な対応に努めていくとともに、平成２４年
７月住民基本台帳法の一部改正による住民基本台帳カードの継続利用に伴い、カードの普及促進に努めます。また、戸籍事務の本庁統合による事務の改善とマニュアル化に
よる情報の共有を図ります。

目標年度 平成24 年度

中長期的に取り組むべき 住民基本台帳カードの利用付加価値によるカードの普及促進を図ります。また、戸籍事務等のマニュアルの整備など、本庁・支所間の統一した運用が図れるよう研修会を開
催し、事務の効率化、職員の資質向上を図っていきます。

目標年度 平成26 年度

改善提案
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02030100301住居表示事業

市民課（三国支所） 82-8902 津田　金也

多様な都市活動を支えるまちづくり

適正な土地利用の誘導

自治事務（義務的なもの）

ソフト事業

市 市が直接実施

有

有

無

住居表示に関する法律、同法律施行令

坂井市住居表示に関する条例、同条例施行規則、坂井市住居表示審議会条例

事業対象
住居表示実施区域（坂井市三国町の一部　約４，０００世帯）

三国町の旧市街地を中心に町名が多く存在し区域境が複雑に錯綜していたため、住所が不明瞭で分かりにくい状況を解消するため。

住居表示区域内での建築確認申請のあった新築、改築（玄関の向きが変更になった場合）家屋に対して、町名、住居番号を設定する。

予算

報酬

総務費款 項 目戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成23年度 平成22年度 平成21年度 平成20年度

総事業費

21

21

0.10 680人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

701 千円 千円 千円 千円

0.00 人 人 人 人千円 千円 千円 千円

0.10 680人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 701 千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 701 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円その他

目標値

46
建築確認申請件数
実施件数(実績値)

35

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成23年度

131.43
成
果 53

38 達成率

平成22年度

139.47 35

45 達成率

平成21年度

77.78 32

31 達成率

平成20年度

---

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

B

A

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

A

A

すぐにできる

改善提案

目標年度 未設定

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

目標年度 未設定 年度

事業の方向性
坂井市三国町の一部（約4,000世帯）を対象に第１次住居表示（昭和56年11月1日）から第５次住居表示（平成4年11月1日）を実施しました。今後も継続して建築物の新築等の住居表示業務を
実施します。ただし、住居表示区域内の新築、改築の世帯が対象のため業務としては兼務で対応できますが、事務処理の迅速化等を考慮するとシステムの電子化が必要と思われます。

目標年度 －－このまま継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
今後も住居表示区域においては、建築物の住居表示業務を実施していきます。

目標年度 －－現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
今後も住居表示区域においては、建築物の住居表示業務を実施していきます。

目標年度 －－現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
今後も住居表示区域においては、建築物の住居表示業務を実施していきます。

目標年度 －－現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

目標年度 -- 年度

中長期的に取り組むべき

目標年度 -- 年度

改善提案
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02030200101外国人登録事業

市民課（三国支所） 82-8902 針谷　喜代子

住民とともに育むまちづくり

効率的な行財政運営の推進

法定受託事務

ソフト事業

市 市が直接実施

有

無

無

外国人登録法・外国人登録施行令・出入国管理及び難民認定法・日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法

事業対象
本市内に居住する外国人

外国人登録法に基づき、市内に居住する外国人を登録することにより外国人の居住関係及び身分関係を明確にし、在留する外国人の公正な管理
に資することを目的としています。

外国人登録法に基づく登録事務全般（新規・切替・引替・再交付、各種変更申請等）、外国人登録記載事項証明書等の交付等業務を行っていま
す。

　外国人登録事業
　○旅費　　　（普通旅費）１千円
　○需要費　　（消耗品費）３千円

予算

報酬

総務費款 項 目戸籍住民基本台帳費 外国人登録費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成23年度 平成22年度 平成21年度 平成20年度

総事業費

1

1

0.22 1,495人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

1,496 千円 千円 千円 千円

0.00 人 人 人 人千円 千円 千円 千円

0.22 1,495人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 1 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 1,495 千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 1,496 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円その他

目標値
％

0.3
申請数中の登録の訂正数の割合 1.0

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成23年度

30
成
果 0.3

1.0 達成率

平成22年度

0.4

1.0 達成率

平成21年度

0.8

1.0 達成率

平成20年度

目標値人
1278

外国人登録者数 1200

実績値

達成率

106.5
活
動 1245

1400 達成率

88.93 1417

1500 達成率

94.47 1562

1600 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

B

A

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

A

A

すぐにできる 平成24年7月からの改正住基法が施行され、外国人住民も住民基本台帳に記録される際には、現在の外国人登録の情報が基礎となるため、スムーズに改正住基法に移行でき
るように今後もより迅速で正確な事務処理に努めます。改善提案

目標年度 平成24

円滑な仮住民票作成のため、登録原簿の定期的な点検、出国通知等に基づく確実な措置、各種報告書の確実な送付、入国管理局への閉鎖紹介などを行い、正確な外国人登
録の実施に努めました。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

平成２４年７月９日で外国人登録法に関する事務は廃止されますが、平成２４年度以降は「中長期在留者の住居地届出受理事務」「特別永住者証明書に係る申請・届出
等」「新しい在留管理制度への移行に関する経過事務」といった新たな事務に継続されていきますので、円滑に事務が行われるよう引き続き職員の資質向上を図ります。

特別永住者証明書事前申請受付開始前に研修会を実施しました。

目標年度 平成24 年度

事業の方向性
平成２４年７月９日で外国人登録法に関する事務は廃止されますが、以降は「中長期在留者の住居地届出受理事務」「特別永住者証明書に係る申請・届出等」「新しい在留管理制度への移行
に関する経過事務」といった新たな事務に継続されていきます。

目標年度 平成24このまま継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
平成２４年７月９日で外国人登録法に関する事務は廃止されますが、以降は「中長期在留者の住居地届出受理事務」「特別永住者証明に係る申請・届出等」「新しい在留管理制度への移行に
関する経過事務」も法定受託事務ですので現状のとおり実施します。

目標年度 平成24現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
外国人登録法が廃止されるため外国人登録事務委託費も廃止されますが、今後は中長期在留者住居地届等事務(新制度における法定受託事務)委託費が交付されるため現状を維持します。

目標年度 平成24現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
平成２４年７月９日で外国人登録法に関する事務は廃止されますが、「中長期在留者の住居地届出受理事務」「特別永住者証明に係る申請・届出等」「新しい在留管理制度への移行に関する
経過事務」といつた新たな事務に継続されていきますので、現状のを維持します。

目標年度 平成24現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

平成２４年７月から改正住基が施行され、外国人住民も住民基本台帳に記載される際には、現在の外国人登録の情報が基礎となるため、円滑に改正住基法に移行できるよう
に今後も引き続き迅速で正確な事務処理に努めます。

目標年度 平成24 年度

中長期的に取り組むべき 平成２４年７月９日で外国人登録法に関する事務は廃止されますが、平成２４年度は「中長期在留者の住居地届出受理事務」「特別永住者証明書に係る申請・届出等」「新
しい在留管理制度への移行に関する経過事務」といつた新たな事務に移行されていきますので、移行後も円滑に事務が行えるよう研修会等を実施し引き続き職員の資質向上
を図ります。

目標年度 平成24 年度

改善提案
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03040100201国民年金事務取扱費

市民課（三国支所） 82-8902 針谷　喜代子

誰もが笑顔で暮らせるまちづくり

安定した社会保障制度の確立

法定受託事務

ソフト事業

市 市が直接実施

有

無

無

国民年金法

事業対象
２０歳以上の市民

国からの法定受託事務として、国民年金の資格取得・喪失・種別変更届けの受付と老齢年金・障害年金の裁定請求等を行うものです。

○旅費　（普通旅費）　　　　２千円
○需用費（事務用品消耗品費）２千円

予算

報酬

民生費款 項 目国民年金事務取扱費 国民年金事務取扱費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成23年度 平成22年度 平成21年度 平成20年度

総事業費

2

2

1.04 7,067人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

7,069 千円 千円 千円 千円

0.00 人 人 人 人千円 千円 千円 千円

1.04 7,067人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 1 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 7,068 千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 7,069 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円その他

目標値
件

5002
被保険者の適用関係等届出処理件数

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成23年度

---
成
果 4928

達成率

平成22年度

5250

達成率

平成21年度

6,333

達成率

平成20年度

目標値人
10438

国民年金被保険者総数（年間平均被保険者数）
実績値

達成率

---
活
動 10847

達成率

11204

達成率

11179

達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

A

A

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

A

A

すぐにできる 今後も、各総合支所窓口担当職員・本庁職員間で研修を実施するなど連絡を蜜に行い、すべての窓口において統一された事務処理をします。
国民年金制度への理解を深めてもらうためPRに努めます。改善提案

目標年度 未設定

年金事務所等からの連絡、通知を回覧等で周知しています。
年度当初等、機会あることに担当者研修をしています。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

法令に基づき適正に事務を執行します。

目標年度 未設定 年度

事業の方向性
法定受託事務のため法律の範囲内で実施します。

目標年度 －－このまま継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
法定受託事務のため法律の範囲内で実施します。

目標年度 －－現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
法定受託事務のため法律の範囲内で実施します。

目標年度 －－現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
法定受託事務のため法律の範囲内で実施します。

目標年度 －－現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

法定受託事務のため市の裁量の余地はありません。法律の範囲内で実施します。今後とも、来庁者にとって公平な受付事務を行うようにします。

目標年度 -- 年度

中長期的に取り組むべき 法定受託事務のため法律の範囲内で実施します。

目標年度 -- 年度

改善提案
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04020100101一般廃棄物収集処理事業

市民課（三国支所） 82-8902 津田　金也

美しい自然と共生するまちづくり

循環型社会の構築

自治事務（義務的なもの）

ソフト事業

市 業務の一部を委託 廃棄物の収集運搬処理業務

有

有

有

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

坂井市廃棄物の処理及び清掃に関する条例

坂井市一般廃棄物処理基本計画

事業対象
市民

一般廃棄物の適正な分別、収集・運搬、処分等により公衆衛生の向上を図るとともに、リデュース（廃棄物の発生抑制）、リユース（再使
用）、リサイクル（再生利用、再資源化）の３Rを推進し、循環型社会の構築を図る。

・一般廃棄物収集処理事業
○需用費（事務用品消耗品費、印刷製本費）　　３４８千円
○委託費（一般廃棄物収集委託料）　　　　１，４３２千円

予算

報酬

衛生費款 項 目清掃費 塵芥処理費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成23年度 平成22年度 平成21年度 平成20年度

総事業費

1,379

342

1,721

1.63 11,076人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

12,797 千円 千円 千円 千円

0.00 人 人 人 人千円 千円 千円 千円

1.63 11,076人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 12,232 千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 12,797 千円 千円 千円 千円

565 千円 千円 千円 千円その他

目標値
ｇ

881
市民１人１日あたりごみ排出量 846

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成23年度

104.14
成
果 856

859 達成率

平成22年度

858

872 達成率

平成21年度

885

885 達成率

平成20年度

目標値円
9565

市民１人あたりのごみ処理経費 11000

実績値

達成率

86.95
成
果 10677

12000 達成率

12647

13000 達成率

15430

14000 達成率

目標値
千円

121365
塵芥収集手数料 120000

実績値

達成率

101.14
活
動 124174

120000 達成率

120453

120000 達成率

124325

124000 達成率

目標値
kg

3110
集団回収資源回収量 3500

実績値

達成率

88.86
活
動 2710

3500 達成率

2916

3500 達成率

3275

3500 達成率

目標値％
16.2

リサイクル率 23.0

実績値

達成率

70.43
活
動 17.5

23.0 達成率

18.3

22.0 達成率

19.1

21.0 達成率

目標値
ｔ

343
粗大ごみ回収事業回収量 330

実績値

達成率

103.94
活
動 337

340 達成率

427

360 達成率

379

380 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

B

B

B

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

B

B

すぐにできる 市民にとって利便性の高いごみ収集体制の再構築を検討するとともに、事業系一般廃棄物に関する行政関与の範囲および方策について検討する必要があります。

改善提案

目標年度 未設定

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

一般廃棄物処理基本計画に基づき、市内で発生するごみの総排出量の抑制や３Rを推進し、全市が一体となって循環型社会の構築を進めていく必要があります。

平成２２年度に作成した「ごみの分別の手引き」と「リサイクルの流れ」により、ごみの分別の徹底と資源化を推進しました。

目標年度 未設定 年度

事業の方向性 目標年度 平成24このまま継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性 目標年度 平成24現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性 目標年度 平成24現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性 目標年度 平成24現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

市民にとって利便性の高いごみ収集体制の再構築を検討するとともに、事業系一般廃棄物に関する行政関与の範囲および方策について検討する必要があります。

目標年度 -- 年度

中長期的に取り組むべき

目標年度 -- 年度

改善提案


